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提案書作成上の注意


１．提案書は、次頁以下の記載例に従って記入してください。

２．ファイルは、Ａ４サイズで印刷可能なサイズとしてください。

３．提案書の下中央にページを入れてください。
　



（提案書記載例）■複数事業者による共同提案を行う場合、[表紙]を提案者毎に作成してください。


 [表　紙]

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業／
CO2分離・回収型IGCCにおけるバイオマス混合ガス化技術開発／要素研究」に対する提案書

研究開発項目名
「○○○○○の研究開発」
「□□□□□の研究開発」



                                                          ○○年○○月○○日

上記の件について貴機構の委託事業を受託したく、下記の代表者名で提案させて頂きます。
■法人番号は、国税庁の法人番号公表サイト( https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/ )などを用い記載してください。（13桁）


会社名　　○○○○○株式会社（法人番号）　　　　　　　　　　　　

代表者名　（企業の場合は代表取締役社長）　○　○　　○　○　　

所在地　　○○県○○市・・・・・　　（郵便番号○○○－○○○○）

連絡先　　所　属　○○○部　△△△課
　　　　　役職名　○○○○○部長
　　　　　氏　名　○○　○○
　　　　　所在地　○○県○○市・・・・・・（郵便番号○○○－○○○○）
　　　　　　　　　※　連絡先が所在地と異なる場合は、連絡先所在地を記載
　　　　　ＴＥＬ　△△△△－△△－△△△△（代表）　内線　△△△△
　　　　　ＦＡＸ　△△△△－△△－△△△△
　　　　　e-mail　*****@*********
	e-Radにおける研究機関コード（１０桁）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　


 [本文]


研究開発プロジェクト名「○○○○○○○○○○○○○○○」

２０○○年○月○日■複数事業者で提案する場合は併記してください。

法人名：○○○株式会社
□□□株式会社

研究開発項目「○○○○○の研究開発」（部分提案を行う場合のみ、提案する研究開発項目を記載のこと。また、部分提案を複数行う場合は、本ページ以降の部分について研究開発項目ごとに提案書を作成してください。）

1. 研究開発の内容及び目標

1-1. 研究開発の内容
　「○○○○○の研究開発（△△△△△の研究開発）」　（○○株式会社）

　　　　　　　　　　　［研　究　開　発　の　内　容］
　研究開発プロジェクトの基本計画に沿って、提案する研究開発内容を極力具体的に記載してください。基本計画において研究開発テーマが設定されているプロジェクトの場合は、必要に応じて（　）内に研究開発の範囲を示す副題を記入してください（任意）。
「１－２．研究開発の目標」を達成するために解決すべき技術的問題とそれを解決する手法について、従来から一般的に行われている方法と比較するなどして、わかりやすく説明してください。
提案者が、そのプロジェクトの技術分野において、技術的な優位性を有することを具体的な根拠をもって提案書に明記してください。

再委託先又は共同実施先の実施内容があれば、それぞれの役割分担を明確に説明してください。なお、国立研究開発法人から民間企業への再委託又は共同実施（再委託先又は共同実施先へ資金の流れがないものを除く。）は、原則認めておりません。
　また、当該委託業務の全部又は一部について、技術研究組合等が代表して応募する場合、参画する各企業等及び組合等のそれぞれの役割分担を明確に記載してください。
例えば、役割分担を記載する場合には、以下の例のように、研究内容の後に分担企業等を付記していただくのも一つの方法です。

　①「○○○○○の研究開発（△△△△△の研究開発）」　（○○株式会社）
［研　究　開　発　の　内　容］
　②「×××××の研究開発（□□□□□の研究開発）」　（□□株式会社）
［研　究　開　発　の　内　容］

1-2. 研究開発の目標

○○年度の中間目標（性能、定量的な検討件数等）及び○○年度の最終目標（性能、定量的な検討件数等）を具体的に記入してください。研究開発テーマが設定されているプロジェクトの場合は、テーマごとに記載してください。（「△△△△が可能なこと。」、「○○○○式であること。」、「△△△△については○○以上であること。」、「○○個以上について△△する。」、その他、可能な限り具体的かつ定量的な表現により記載）
上記の中間目標（性能、定量的な特性等）及び最終目標（性能、定量的な特性等）については、その設定理由も簡潔に説明してください。

1-3. 研究開発成果の実用化・事業化の見込み

　研究開発成果が産業へ及ぼす波及効果、研究開発成果を実用化・事業化する計画＊、実用化・事業化時期、提案者の実用化・事業化能力及び戦略等につき、概要を記載してください。なお、詳細は「研究開発成果の事業化計画書」（別添2）に記載してください。（研究開発終了後には、ＮＥＤＯが実施する追跡調査・評価に御協力いただきます。）

＊ここでいう「実用化・事業化」とは、当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用（顧客への提供等）が開始されること、又は当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動（売り上げ等）に貢献することを意味し、業務委託契約約款第27条及び共同研究契約約款第29条の「事業化計画」も含むものとします。
公募の際の提案書に、その時点での事業化計画を記載していただきます。
本提案が採択された際に、提案時に記載した内容から変更があった場合には、ＮＥＤＯの本プロジェクト担当部に変更内容を提出していただきます。
どのような変更を行う場合にＮＥＤＯに説明する必要があるか、別途ＮＥＤＯと協議していただく場合があります。


なお、複数の事業者による共同提案の場合には、事業者ごとにそれぞれ別添２を記載願います。また、共同で提案する他の事業者〈取りまとめ企業等〉に記載内容を公開したくない場合には、「企業等名」のみ記載いただいた資料をアップロードいただき（非公開とする内容は記載しなくてよい）、ＮＥＤＯ担当者からの提案書受理メールの受領後、当該メール送付者に非公開とする情報も記載した別添２の送付をお願いいたします。なお、送付の際は、件名を「【申請受付番号】_別添２の送付」としてください。
また、共同提案やコンソーシアム等で研究開発を進める場合であって、将来の実用化・事業化に向けた取組を共に進める場合は、それぞれがどの様な計画に基づき実用化・事業化につなげていくのかを明確にした上で、まとめて記載し提出しても構いません。この場合には、どの様に連携し実用化・事業化を進めるのか、その全体構想を記載してください。大学等の研究機関は、当該プロジェクトの研究開発成果を実用化・事業化へと繋げるために企業との連携方針や成果移管に関する具体的な戦略を記載してください。

1-4. 我が国の経済再生への貢献

本プロジェクトの実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、我が国の経済再生にいかに貢献するかについて、バックデータ＊も含め、具体的に説明してください。
＊：上記の基礎となる主要なバックデータ（背景、数値等）


2. 実施体制

　本研究開発を受託した時の実施体制について、次のような図にまとめてください。共同提案の場合、他の共同提案先を含めて役割が分かるよう記入ください。

2-1. 研究開発統括責任者候補

　　研究開発統括責任者候補：　所属・役職	氏名　○○　○○　
　　　　　　　　　　　　　　　電話　**-****-****（内線）FAX　**-****-****

2-2. 管理者（共同提案の場合、機関ごとに記載）　　　

　　研究開発責任者　　：　所属　○○○○○部○○課	氏名　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　電話　**-****-****（内線）	FAX　**-****-****
　　経理責任者　　　　：　所属　○○○○○部○○課	氏名　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　電話　**-****-****（内線）	FAX　**-****-***
事務担当窓口　　　：　所属　○○○○○部○○課	氏名　○○　○○
　　　　　　　　　　　　　電話　**-****-****（内線） FAX　**-****-***
2-3. 実施体制図

（例　示）

「＊＊＊＊事業」実施体制



研究開発統括責任者候補
・所属　　　　　　
・役職名　　　　　
・氏名　　　　　　
ＮＥＤＯ

指示・協議

                          
委託





○○株式会社（中小企業）
・研究実施場所：
○○センター（●県●市）
・研究項目：
○○技術実証

















○○研究所
・研究実施場所：
○○センター（●県●市）

・研究項目：○○評価技術


○○技術研究組合
・研究実施場所：
○○センター（●県●市）
・研究項目：
○○技術の開発、企業６社（企業名記入）



Ａ大学
・研究実施場所：
○研究室（●県●市）
・研究項目：
○○評価技術


再委託
○○大学（●県●市）
△△技術
○○大学（●県●市）
＊＊技術







（注）機関ごとに、研究実施場所、実施項目を記載すること。



提案者が企業の場合は、以下の表に必要事項を記載してください。大企業、中堅・中小・ベンチャー企業の種別は以下の（参考）の定義を参照してください。会計監査人の設置については、会社法337条により大会社や指名委員会等設置会社などに設置が義務付けられている株式会社の機関の一つです。監査役と異なり、独立的な立場から財務諸表等の監査を行います。なお、大会社・委員会設置会社以外の株式会社も会計監査人を設置することができ、設置されている場合は公認会計士または監査法人名を記載してください。
会計監査人の設置がない場合は”なし”と記入ください。

　【体制一覧】
	企業名称
	従業員数
（人）
	資本金
（億円）
	課税所得年平均額15億円以下※１
	大･中堅・中小・ベンチャー企業の種別
	会計監査人名

	株式会社A
	
	
	従業員数、資本金は応募時点を
基準としてください。




	
	

	有限会社B
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


[bookmark: _Hlk59444151][bookmark: _Hlk59467524]※１直近過去3年分の各事業年度の課税所得の年平均額。該当する場合「○」を記載



（参考）中堅・中小・ベンチャー企業の定義
[bookmark: _Hlk59432969]＊中堅・中小・ベンチャー企業とは、以下の（ア）（イ）（ウ）又は（エ）のいずれかに該当する企業等であって、大企業等の出資比率が一定比率を超えず（注１）、かつ、直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超えないものをいいます。



（ア）「中小企業」としての企業
中小企業基本法第２条（中小企業者の範囲及び用語の定義）を準用し、次表に示す「資本金基準」又は「従業員基準」のいずれかの基準を満たす企業です。
	主たる事業として営んでいる業種
※１
	資本金基準
	従業員基準

	
	※２
	※３

	製造業、建設業、運輸業及びその他の業種（下記以外）
	3億円以下
	300人以下

	
	
	

	小売業
	5千万円以下
	50人以下

	サービス業
	5千万円以下
	100人以下

	卸売業
	1億円以下
	100人以下


※１　業種分類は、「日本標準産業分類」の規定に基づきます。
※２ 「資本金の額又は出資の総額」をいいます。
※３ 「常時使用する従業員の数」をいい、家族従業員、臨時の使用人、法人の役員、事業主は含みません。また、他社への出向者は従業員に含みます。
（イ）「中小企業者」としての組合等
以下のいずれかに該当する組合等をいいます。
１．技術研究組合であって、その直接又は間接の構成員の3分の2以上が（ア）の表の「中小企業者」としての企業又は企業組合若しくは協業組合であるもの
２．特許法施行令10条第2号ロに該当する事業協同組合等（事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合及び商工組合連合会）



（ウ）「中堅企業」としての企業
常時使用する従業員の数（注２）が1,000人未満又は売上高が1,000億円未満のいずれかの条件を満たす企業であって、中小企業を除いたものをいいます。

（エ）研究開発型ベンチャー
以下の条件をすべて満たす企業をいいます。
・試験研究費等が売上高の3％以上又は研究者が2人以上かつ全従業員数の10％以上であること。
・未利用技術等、研究開発成果が事業化されていない技術を利用した実用化開発を行うこと。
・申請時に上記要件を満たす根拠を提示すること。

（注１）次の企業は、大企業等の出資比率が一定比率を超えているものとします。
・発行済株式の総数又は出資の総額の2分の1以上が同一の大企業（注３）の所有に属している企業
・発行済株式の総数又は出資の総額の3分の2以上が、複数の大企業（注３）の所有に属している企業
[bookmark: _Hlk59433034]・資本金又は出資金が5億円以上の法人に直接又は間接に100％の株式を保有されている企業。


（注２）常時使用する従業員には、家族従業員、臨時の使用人、法人の役員、事業主は含みません。また、他社への出向者は従業員に含みます。
（注３）大企業とは、（ア）から（エ）のいずれにも属さない企業であって事業を営むものをいいます。ただし、以下に該当する者については、大企業として取扱わないものとします。
・中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社
・廃止前の中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する指定支援機関（ベンチャー財団）と基本約定書を締結した者（特定ベンチャーキャピタル）
・投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合

（参考）会計監査人の定義
　　　　　　株式会社の会計監査を行う公認会計士または監査法人。会社法３３７条により大会社や指名委員会等設置会社などに設置が義務付けられている株式会社の機関の一つ。監査役と異なり、独立的な立場から財務諸表等の監査を行う。なお、大会社・委員会設置会社以外の株式会社も会計監査人を設置することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   


2-4. 研究実施場所

提案された研究開発を実施する場所とその選定した理由を記載してください。

（記載例）
集中研究所：○○○○○研究所
選定理由　：□□□□□
分担研究所：△△△△△株式会社    
　　　　　　　△△△△△株式会社    
選定理由　：□□□□□
（一部本邦外で実施する場合、その理由を記述してください。）

3. 当該技術又は関連技術の研究開発実績

3-1. 当該提案に有用な研究開発実績

　研究開発テーマに沿って、提案する方式又は方法に関する国内外の状況、その中での応募者の本研究開発若しくは本研究開発の円滑な遂行に資する関連研究開発の実績及びその位置づけ等を、研究発表等を引用して記載し、提案内容を遂行できる能力を有していることを携わる全ての研究機関（共同実施先及び再委託先を含む。）を対象に説明してください。
　国立研究開発法人又は公益法人については、当該技術分野において技術的な優位性を有すること、及び本研究開発に携わる必要性を明記してください。

3-2. 当該提案に使用する予定の現有設備・装置等の保有状況

　本研究開発を進めるに当たって必要と考えられる主な設備の中で、応募者が保有する設備状況とその用途を記載してください。
（例　示）
	       設　備　名　称
	                 内　　　　容
（使用目的・仕様等を記入してください）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	




4. 研究開発予算と研究員の年度展開及び予算の概算

4-1. 研究開発予算と研究員の年度展開

　何の研究開発項目をどのような手順で行い、どの程度の経費が必要であるか以下のような一覧表にまとめてください。
　共同提案の場合、各社ごとに提案された研究開発分担項目及び必要経費を分けて記入してください。
　なお、参考のため、研究計画スケジュールを表す線の下の（　）内には、その年度に投入される研究員の人数を記入してください。

受託者

（例　示）
単位：百万円
（　）内は人数
	研究開発項目
	N1
年度
	N2
年度
	N3
年度
	N4
年度
	N5
年度
	計

	
1. ○○○○の研究開発

1-1. ○○○○の調査


1-2. ○○○○の開発

2. △△△△の研究開発

2-1. ××××の研究


2-2. ××××の研究




	　
＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）







　
＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）








	　
＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）


＊＊＊
（＊）




	　



＊＊＊
（＊）


＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）

	　







＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）

	
	　
＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）


＊＊＊
（＊）

＊＊＊
（＊）


	＊＊＊
（＊）

合　　計

	＊＊＊
（＊）

	＊＊＊
（＊）

	＊＊＊
（＊）

	
	＊＊＊
（＊）

	



（注）
１．消費税は、研究開発項目ごとに内税で計上してください。また、日本国以外に本社又は研究所を置く外国企業等において、その属する国の消費税相当額がある場合にも研究開発項目ごとに含めて計上してください。
２．提案に当たっての参考として、当該年度予算×事業期間が一つの目安として想定されますが、提案者が基本計画に沿ってプロジェクトを遂行するために必要な研究開発費を計上してください。
なお、予算規模は社会・経済状況・研究開発費の確保状況等によって変動することがあり、総事業費規模についてはＮＥＤＯが確約するものではありません。



4-2. 予算の概算

　研究開発に必要な経費の概算額を研究開発テーマごとに、業務委託費積算基準（https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）に定める経費項目に従って、記載してください。

(1) 総括表
　研究開発に必要な経費の概算額を総括してください。




記入スペースが足りない場合は、分割して、事業期間における経費を記載してください。


（単位：円、消費税及び地方消費税込み）
	委託先名
	再委託先名・共同実施先名
	N1年度

	N2年度
	N3年度
	N4年度
	N5年度
	計

	1. ●●株式会社
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	　うち再委託
	株式会社□□
	(**,***)*1
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)

	　うち再委託
	国立大学法人□□大学
	(**,***)*1
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)

	　うち共同実施
	学校法人▽▽大学
	(**,***)*1
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)

	2. 国立大学法人　★★大学
	**,***
	**,***
	**,***
	－
	－
	**,***

	　うち再委託
	学校法人△△大学
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	－
	－
	(**,***)

	研究開発項目①合計（1.＋ 2.）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	1. ●●●株式会社
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	
	**,***

	　うち再委託
	株式会社□□□
	(**,***)*1
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)

	　うち再委託
	国立大学法人□大学
	(**,***)*1
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)

	　うち共同実施
	学校法人▽大学
	(**,***)*1
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)
	(**,***)

	2. 国立大学法人　★★★大学
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	研究開発項目②合計（1.＋ 2.）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	合計　研究開発項目①＋研究開発項目②
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	うち消費税及び地方消費税(10％)
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	　うちＮＥＤＯ負担総額
	**,*** 
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***

	　うちＮＥＤＯ負担消費税等額
	**,*** 
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***



(注)
1. 再委託先又は共同実施先は、委託先の契約金額の内数として、再委託先等の金額（消費税込）を()書きで記載してください。


 (2) 委託先／研究分担先／分室総括表

ア．企業等の場合
　研究開発に必要な経費の概算額を研究開発テーマごとに、業務委託費積算基準（https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html　参照）に定める経費項目に基づいて記載してください。
記入スペースが足りない場合は、分割して、事業期間における経費を記載してください。


　研究開発テーマ：○○○○○
　●●株式会社
　単位：円
	項　目   
	N1年度


	N2年度
	N3年度
	N4年度
	N5年度
	計
（積算内訳）

	Ⅰ．機械装置等費
	                           **,***
	                           **,***
	                           **,***
	                           **,***
	                           **,***
	                           ***,***

	1. 土木・建築工事費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　2. 機械装置等製作・購入費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　3. 保守費・改造修理費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	Ⅱ．労務費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　1. 研究員費
	*,***
	*,***
	*,***
	*,***
	*,***
	**,***

	　2. 補助員費
	**.***
	**.***
	**.***
	**.***
	**.***
	***.***

	Ⅲ．その他経費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　1. 消耗品費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	2. 旅費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　3. 外注費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　4. 諸経費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	小計（I＋II＋III）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	Ⅳ．間接経費（注１）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	Ⅴ．再委託費・共同実施費（注２）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	合計（I＋II＋III＋IV＋Ｖ）
（注３）
	**,***,***
	**,***,***
	**,***,***
	**,***,***
	**,***,***
	***,***,***

	消費税及び地方消費税(10％)(注４）
	          *,***,***
	          *,***,***
	          *,***,***
	          *,***,***
	          *,***,***
	          **,***,***

	        　総　　　　　計

	        ***,***,***
	        ***,***,***
	        ***,***,***
	        ***,***,***
	        ***,***,***
	        *,***,***,***



（注）
１. 間接経費は、中小企業等は20％、その他は10％とし、Ⅰ～Ⅲの経費総額に対して算定してください。
なお、3分の2以上が中小企業で構成される技術研究組合等は、中小企業と同様の扱いとします。間接経費率は20%としてください。
２. 大学との共同実施費は大学の積算基準を基に「Ⅴ．再委託費・共同実施費」に計上してください 。消費税は除いた額を記入してください。
３.Ⅰ～Ⅴの各項目の消費税を除いた額の総額を記載してください。
４. 応募者が消費税の免税事業者等※の場合は、「エ．消費税の免税事業者等の場合」に記載してください。
※消費税の課税事業者となるか免税事業者となるかについては、具体的には国税庁のウェブサイト等に記載がありますが、様々な要件で判定されるため、不明な場合は税理士等に御確認ください。
また、国又は地方公共団体等が一般会計に係る業務として行う事業については、免税事業者と同様の取扱いとします。
５. 「国民との科学・技術対話」に係る費用（アウトリーチ活動費）については、委託業務事務処理マニュアルを参照してください。
イ．国立研究開発法人等*1の場合
[bookmark: _Hlk92467186]*1：国立研究開発法人及び独立行政法人
国立研究開発法人等の場合は、国立研究開発法人等の積算基準に従って総括表を作成してください。
「業務委託費積算基準（国立研究開発法人等）」：（https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html参照）
記入スペースが足りない場合は、分割して、事業期間における経費を記載してください。


研究開発テーマ：○○○○○
国立研究開発法人●●●●
(単位　円)
	項　　目
	N1年度
	N2年度
	N3年度
	N4年度
	N5年度
	計
（積算内訳）

	I．直接経費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　1. 備品費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　2. 消耗品費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	  3. 人件費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　4. 光熱水費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	5. 旅費
	
	
	
	
	
	

	6. その他
	
	
	
	
	
	

	II．間接経費(注１)
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	III.再委託費・共同実施費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	合計（I．＋II．＋III．）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	消費税及び地方消費税(10%)
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	総計
	***,***
	***,***
	***,***
	***,***
	***,***
	*,***,***



(注)
１. 独立行政法人の間接経費は、Ⅰの直接経費に対して30%で算定してください。
２. 「国民との科学・技術対話」に係る費用（アウトリーチ活動費）については、委託業務事務処理マニュアルを参照してください。
３. 特別約款により異なる委託費積算基準を適用する場合は、該当の項目に書き換えてください。
４. リサーチアシスタント等の身分を持つものを研究員として登録することができます。詳しくは、委託業務事務処理マニュアルを参照してください。


ウ．大学等*2の場合
         *2：国公立大学法人、公立大学、私立大学、高等専門学校、大学共同利用機関法人、
大学等の場合は、大学用の積算基準に従って総括表を作成してください。
「業務委託費積算基準（大学等）」：（https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html参照）記入スペースが足りない場合は、分割して、事業期間における経費を記載してください。



研究開発テーマ：○○○○○
●●大学
(単位　円)
	項　　目
	N1
年度
	N2
年度
	N3
年度
	N4
年度
	N5
年度
	計
（積算内訳）

	I．直接経費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　1. 物品費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　2. 人件費・謝金
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	  3. 旅費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　4. その他
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	II．間接経費(注１)
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	III.再委託費・共同実施費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	総計（I．＋II．＋III．）（注２）
	***,***
	***,***
	***,***
	***,***
	***,***
	*,***,***

	うち消費税及び地方消費税(10%)
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***



 (注)
１. 大学の間接経費は、Ⅰの直接経費に対して30%で算定してください。
２. 大学の場合はＩ．～総計まで内税額を記載してください。
３.「国民との科学・技術対話」に係る費用（アウトリーチ活動費）については、委託業務事務処理マニュアル（大学用）を参照してください。
４. リサーチアシスタント等を研究員として登録することができます。詳しくは、委託業務事務処理マニュアルを参照してください。


エ．消費税の免税事業者等（注１）の場合
　消費税の免税事業者等の場合は、その項目の内容に応じて課税される額（注２）を記載してください。　
　研究開発に必要な経費の概算額を研究開発テーマごとに、委託費積算基準（https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html参照）に定める経費項目に基づいて記載してください。
記入スペースが足りない場合は、分割して、事業期間における経費を記載してください。


　研究開発テーマ：○○○○○
　●●株式会社
（単位　円）
	項　目   
	N1
年度

	N2
年度
	N3
年度
	N4
年度
	N5
年度
	計
（積算内訳）

	Ⅰ．機械装置等費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	1. 土木・建築工事費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　2. 機械装置等製作・購入費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　3. 保守費・改造修理費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	Ⅱ．労務費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　1. 研究員費
	*,***
	*,***
	*,***
	*,***
	*,***
	**,***

	　2. 補助員費
	**.***
	**.***
	**.***
	**.***
	**.***
	***.***

	Ⅲ．その他経費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　1. 消耗品費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	2. 旅費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　3. 外注費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	　4. 諸経費
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	小計（I＋II＋III）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	Ⅳ．間接経費（注３）
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	**,***
	***,***

	総計（I＋II＋III＋IV）
	***,***
	***,***
	***,***
	***,***
	***,***
	*,***,***



（注）
１. 消費税の課税事業者となるか免税事業者となるかについては、具体的には国税庁のウェブサイト等に記載がありますが、様々な要件で判定されるため、不明な場合は税理士等に御確認ください。
また、国又は地方公共団体等が一般会計に係る業務として行う事業については、免税事業者と同様の取扱いとします。よって、非（不）課税取引に係る消費税相当額については、課税計上出来ません。
２. 労務費，海外旅費等のように不課税の項目の場合は消費税抜き額を、その他の課税の項目の場合は消費税込み額を計上してください。
３. 間接経費は、中小企業等は20％、その他は10％とし、Ⅰ～Ⅲの経費総額に対して算定してください。
なお、3分の2以上が中小企業で構成される技術研究組合等は、中小企業と同様の扱いとします。間接経費率は20%としてください。
４.「国民との科学・技術対話」に係る費用（アウトリーチ活動費）については、委託業務事務処理マニュアルを参照してください。

(3) 再委託先／共同実施先総括表
再委託・共同実施先の種別（企業等・独立行政法人・大学等・免税事業者等）に応じて、ア～エの各様式を準用し、作成してください。その際、「再委託費・共同実施費」「うちＮＥＤＯ負担額」「うちＮＥＤＯ負担消費税等額」の欄は不要です。




5. 類似の研究開発

5-1. 現に実施あるいは応募している公的資金による類似の研究開発

　現に実施あるいは応募している公的資金による類似の研究開発がある場合には、制度名（配分機関名）、研究開発テーマ名、事業者名及び内容を説明してください。（再委託先等も含みます）

5-2. 現に実施している自己資金による類似の研究開発

　本研究開発を受託した後も並行して類似の自社研究を続ける場合には、その研究概要、目標（性能等）を明らかにしてください。また、受託を希望している研究と類似する自社研究を明確に区別できることを説明してください。（再委託先等も含みます）
連名提案の場合は、
『「○○株式会社○○　○○（代表者氏名）」、「□□株式会社○○　○○（代表者氏名）」及び「○○　○○（代表者氏名）」は、』
として、連名提案者全ての代表者（再委託先等は含まない）からの合意を得てください。


6. 契約に関する合意



　「○○株式会社○○　○○（代表者氏名：会社、法人としての代表者の氏名）」は、本研究開発テーマ「○○○○○の研究開発」の契約に際して、ＮＥＤＯから提示された契約書（案）に記載された条件に基づいて契約することに異存がないことを確認した上で提案書を提出します。また、業務の実施においては、ＮＥＤＯが提示する事務処理マニュアルに基づいて行います。
























○○年○○月○○日別添2


研究開発成果の事業化計画書
（共同提案の場合、事業者ごとに記述してください。）
（国内生産・雇用、輸出、内外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等の形を通じて、我が国の経済活性化の実現に努めるものとして、想定の範囲で記述してください。）

		株式会社○○○○○○

1. 実用化・事業化を行う製品・サービス等の概要
(1) 内容
製品・サービス等の内容や、研究開発の成果が、当該製品・サービスへどのように反映されるか記載してください。
(2) 製作・実施等の制約
製品・サービス等の製作・実施にあたって、必須となる材料等の調達先（国、企業、産地等）や制約等、サプライチェーン上の立ち位置等を記載してください。
(3) 用途（販売予定先）
当該製品・サービスの想定される販売ルート（国、地域含む）、販売先等を記載してください。この販売先以外の分野等で利用できる場合は、それについても記載してください。また、自らが実用化・事業化するのではない場合には、どの様な形で製品・サービスが実用化されることを想定しているのかについて記載願います。

2. 実用化・事業化への取組
(1) 実用化・事業化に向けた計画等
プロジェクト期間終了後5年間までの実用化・事業化を目指し実施する開発計画（開発拠点含む）、投資計画（製造拠点含む）、実用化・事業化能力等を記載願います。
また、当該委託・共同研究で行われる技術開発の内容以外で並行して行われるべき知財・標準化等のオープン・クローズ戦略や、その他実用化・事業化のために必要な技術開発内容や、製品設計内容等の検討状況も具体的に記載し、どの様に達成するかについても併せて記載願います。
(2) 実用化・事業化を考えるに至った経緯（動機）
実用化・事業化開発を目指した背景等について具体的に記載願います。
〈事業者における研究計画、事業計画等に基づき、どの様な背景で研究開発に取り組み、実用化・事業化を目指すに至ったのか記載願います。〉
(3) 事業として成功すると考える理由
事業の新規性、独創性、他との競争力、実用化・事業化までに想定される課題とその解決方法、市場における差別化・優位性（知財・標準の活用等）の見込みなど具体的に記載してください。
(4) 実用化・事業化計画に対する申請者内におけるコミットメントの状況
実用化・事業化計画について申請者内の経営陣、販売部門など関連する事業部の責任者等との現時点でのコミットメント状況について記載願います。
(5) 実用化・事業化のスケジュール
（１）「実用化・事業化に向けた計画等」で記述した内容を踏まえ、プロジェクト期間終了後５年間の想定される実用化・事業化計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な実用化・事業化の段階に区分し、実用化・事業化の各段階が明瞭となるよう線表、矢印、記号等を用いて記述してください。
なお、プロジェクト実施期間中から実用化・事業化を開始する計画がある場合には、その年度から計画を記述してください。
実用化・事業化の各段階において、実用化・事業化の中断や延期など、実用化・事業化全体の計画変更を考慮する必要がある重大な障害を予想し、記述してください。
また、重大な障害が回避し得ない場合、どの時点で計画変更の判断を下すのかを、線表に記入してください。
生産・販売の一部又は全部を自社で行わない場合は、委託先の選定、協力体制等を具体的に記述してください。

(記入例)
	年度
	  　　　年度
	  　　　年度
	  　　　年度
	  　　　年度
	  　　　年度

	製品設計○○設計完了▲
▲Tuki 



設備投資

生産




販売

収益発生

	

▲○○億円
▲Tuki 


▲サンプル出荷開始
▲Tuki 




	





▲○万台／月uki 


	



▲生産開始
▲Tuki 


▲○万台／月uki 


第２生産ライン立ち上げ▲
▲Tuki 


　  　◇続行/ ▲○万台／月uki 

	

▲○○億円
▲Tuki 




▲○万台／月uki 




中断を判断
▲○万台／月uki 


	









予想される重大な障害：
製品設計段階	：～～～～～～
設備投資段階	：～～～～～～
生産段階	：～～～～～～
販売段階	：～～～～～～

3. 市場の動向・競争力
(1) 市場規模（現状と将来見通し）／産業創出効果
実用化を目指す製品・サービスに関する国内と海外の想定される市場規模（百万円）を示し、その根拠を記述してください。〈現状、プロジェクト期間終了時点及びプロジェクト期間終了5年後についてそれぞれ記載願います。〉
申請者のみの市場規模にこだわらず開発した製品の市場規模として捉えてください。
また、市場における申請者のシェアの推移を見通し、その根拠を記述してください。

		市場規模(国内／海外)		申請者シェア(国内／海外)
例：現状		○○○百万円		％
プロジェクト期間終了時点		○○○百万円		％
終了後1年目（　　年度）		○○○百万円		％
　　終了後2年目（　　年度）		○○○百万円		％
　　～～
　　終了後5年目（　　年度）		○○○百万円		％

市場規模算出の根拠：～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
シェア見通しの根拠：～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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[bookmark: _Hlk58368699]－ 研究開発統括責任者候補及び研究開発責任者研究経歴書の記入について －

研究経歴書は、研究開発等実施体制の審査のために利用されます（ただし、法令等により提供を求められた場合を除きます）。
共同研究による全体提案の場合には、研究開発統括責任者候補について、研究開発統括責任者候補研究経歴書（様式1）に記入し,提出してください。

提案事業者をはじめ、再委託研究機関等本提案事業に関係する研究開発責任者の研究経歴を研究開発責任者研究経歴書（様式2）に記入し、提出してください。
〔なお、研究開発統括責任者候補とは、ＮＥＤＯが指名・委嘱するＰＬ等（プロジェクトリーダー、プロジェクトリーダー代行、サブリーダー）の候補を指し、研究開発責任者とは、本提案における各提案者または再委託先等の研究開発の責任者を指します。〕

【記入にあたっての注意点】
①提案者の研究開発責任者
提案者ごとに研究開発責任者を1名選任してください。
②研究開発経歴（現職含む）：
(1) 「過去の研究実績（参画プロジェクト）」については、自社独自のプロジェクトのみならず過去に参画したＮＥＤＯプロジェクト等も含めて記載してください。また、大学への派遣や他の企業／研究機関での勤務経験なども併せて記載してください。
③受賞歴、当該研究開発に関する最近5年間の主要論文、研究発表、特許等（外国出願を含む）：
(2) 当該研究開発プロジェクトに関連する研究成果を記載してください。
(3) 研究成果を示すものとして、「論文（研究経歴又は専門分野における代表的な論文。学会の査読の無いもの等も可）」、「研究発表（学会のみならずシンポジウム等での口頭発表等も可）」、「特許（外国出願を含む）」等がありますが、これに限定しません。なお、共著者、共同発表者、又は共同発明者でも可です。
　　　※　「論文、研究発表、特許等」は、原則として少なくてもこれらのうち1つについて当該分野に関する研究成果を示す記述があることが必要となります。これらがない研究者においては、「その他」項目に当該プロジェクトを遂行する上で当人の知見が不可欠であることを示す事由を記載してください。技能者や分析担当者・技術動向調査担当者等において、「論文」「研究発表」「特許」等が無い場合については、当該人物が研究に不可欠である旨を有する技能や経験に関連付けて記述してください。



（様式1）

	
	
	
	
	
	
	
	経歴書作成日：
	

	研究開発統括責任者候補　研究経歴書

	氏名
	

	フリガナ
	

	生年月日（西暦）、年齢、性別
	

	所属研究機関のe-Rad研究機関コード（10桁）
(所属研究機関の研究代表者は必須。)
	

	e-Rad研究者番号（8桁）
（所属研究機関の研究代表者は必須。代表者以外は不明または保有していない場合は省略可）
	

	所属
	

	部署名
	

	役職名
	

	最終学歴
	

	学位
	

	学位取得年（西暦）
	

	研究開発経歴（西暦　※現職含む）

	　
	年
	～
	年
	研究開発内容

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	
	
	～
	
	

	受賞歴（西暦　※年月）

	　
	年
	月
	
	主催者名
	表彰制度名称
	受賞名称
	受賞件名
	備考

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	当該研究開発に関連する最近5年間の成果等（各主要なもの10件以下）

	論文
　
	発行年
	月
	
	主な著者１
	著者２
	著者３
	表題
	論文雑誌名
	巻（Vol.）
	号
	備考

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	

	研究発表
　
	発表年
	月
	
	主催者名
	イベント名
	発表者
	発表タイトル
	備考

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	特許等
　
	出願年
	月
	日
	出願番号
	登録番号
	発明等の名称
	備考

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	

	その他
　
	年
	月
	
	タイトル
	自由記述

	
	　
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	

	本研究開発プロジェクトにおける役割

	


· 研究開発等実施体制の審査のために利用されます。ただし、法令等により提供を求められた場合を除きます。


	
	
	
	
	
	
	
	経歴書作成日：
	（様式2）

	

	研究開発責任者　研究経歴書
	

	氏名
	
	

	フリガナ
	
	

	生年月日（西暦）、年齢、性別
	
	

	所属研究機関のe-Rad研究機関コード（10桁）
(所属研究機関の研究代表者は必須。)
	
	

	e-Rad研究者番号（8桁）
（所属研究機関の研究代表者は必須。代表者以外は不明または保有していない場合は省略可）
	
	

	所属
	
	

	部署名
	
	

	役職名
	
	

	最終学歴
	
	

	学位
	
	

	学位取得年（西暦）
	
	

	研究開発経歴（西暦　※現職含む）
	

	　
	年
	～
	年
	研究開発内容
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	
	
	～
	
	
	

	受賞歴（西暦　※年月）
	

	　
	年
	月
	
	主催者名
	表彰制度名称
	受賞名称
	受賞件名
	備考
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	当該研究開発に関連する最近5年間の成果等（各主要なもの10件以下）
	

	論文
　
	発行年
	月
	
	主な著者１
	著者２
	著者３
	表題
	論文雑誌名
	巻（Vol.）
	号
	備考
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	　
	　
	
	

	研究発表
　
	発表年
	月
	
	主催者名
	イベント名
	発表者
	発表タイトル
	備考
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	

	特許等
　
	出願年
	月
	日
	出願番号
	登録番号
	発明等の名称
	備考
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	
	
	

	その他
　
	年
	月
	
	タイトル
	自由記述
	

	
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	
	
	

	本研究開発プロジェクトにおける役割
	

	
	


· 研究開発等実施体制の審査のために利用されます。ただし、法令等により提供を求められた場合を除きます。






－ 若手研究者（40歳以下）及び女性研究者数の記入について －（様式3）


「第5期科学技術基本計画」（平成28年1月22日閣議決定）において、若手研究者や女性研究者の育成・活躍促進が掲げられています。ＮＥＤＯにおいてもこれらの活動を促進するため、その一環として事業における当該研究者の参加予定数について、以下に記入の上、提出をお願いします。いただいた情報は研究開発統括責任者候補及び研究開発責任者研究経歴書と併せて、研究開発等実施体制の審査のために利用されます。

※提案者で登録予定の研究者を対象としてください。再委託予定先等は除きます。
※年齢は研究開始年度の４月１日時点を基準としてください。


	提案法人名
	40歳以下の研究者数
（うち、女性研究者数）
	41歳以上の研究者数
（うち、女性研究者数）

	○○株式会社
	3（1）
	10（2）

	○○大学
	
	

	
	
	

	
	
	


※必要に応じて、適宜行を追加してください。
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－　ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況について　－

2016年3月22日にすべての女性が輝く社会づくり本部において、社会全体で、女性活躍の前提となるワーク・ライフ・バランス等の実現に向けた取組を進めるため、新たに、女性活躍推進法第20条（現24条）に基づき、総合評価落札方式等による事業でワーク・ライフ・バランス等推進企業をより幅広く加点評価することを定めた「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」が決定されました。本指針に基づき、女性活躍推進法に基づく認定(えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業)、次世代育成支援対策推進法に基づく認定(くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業)、若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）の状況について記載ください。

対象：提案書の実施体制に記載される委託先（再委託等は除く）
※提出時点を基準としてください。
	提案法人名
	常時雇用する労働者数
	認定状況及び取得年月日（認定が無い場合は無しと記入）

	○○株式会社
	○名
	えるぼし認定１段階（○年○月○日）

	○○株式会社
	○名
	えるぼし認定行動計画（○年○月○日）、
ユースエール認定

	○○大学
	○名
	プラチナくるみん認定（○年○月○日）

	
	
	


※必要に応じて、適宜行を追加してください。
※証拠書類等の提出をお願いする可能性があります。

【加点対象認定】
（参考：女性活躍推進法特集ページ　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html）
	認定等の区分

	女性活躍推進法に基づく認定
（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業）
	１段階目※１

	
	２段階目※１

	
	３段階目※１

	
	プラチナえるぼし※２

	
	行動計画※３

	次世代法に基づく認定
（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）
	くるみん（旧基準）※４

	
	くるみん（新基準）※５

	
	プラチナくるみん

	若者雇用促進法に基づく認定
（ユースエール認定企業）













　　
※１　女性活躍推進法第9条に基づく認定。なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。
　 ※２　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律 (令和元年法第24 号)による改正後の女性活躍推進法第12 条に基づく認定
※３　常時雇用する労働者の数が300 人以下の事業主に限る（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）。
※４　次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令による改正前の認定基準又は同附則第2条第3項の規定による経過措置に基づく認定
※５　次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令（平成29 年厚生労働省令第31 号）による改正後の認定基準に基づく認定


別添5

ＮＥＤＯ事業遂行上に係る情報管理体制等の確認票について

提案書類に添付する「ＮＥＤＯ事業遂行上に係る情報管理体制等の確認票」については、応募要件として「情報管理体制」等を有することを必須としていることから、全ての確認項目に対して採択後の契約締結時までに対応する必要があります。（仮に、契約締結時までに未対応の場合には応募要件を満たさなかったものとして不採択扱いとなります。）このため、情報管理体制等が不確実な場合は、提案者への聴取などを通じて確認する場合があります。
なお、提案者（再委託等は除く。）として位置づけられる全ての事業者について、１事業者毎に１枚作成して下さい。
また、提案時に「対応するエビデンス」の提出は不要です。ただし、契約締結後概ね３ヶ月を目途に、ＮＥＤＯが委託先訪問時等に当該エビデンスを確認するため、各種エビデンスの整備及び保管をお願いします。

	Ｎｏ
	確認項目
	想定するエビデンス

	２
	情報管理に関する規程類を整備している。
	情報セキュリティ管理規程

	３
	情報取扱者以外の者が、機微情報に接したり、職務上、提供を要求してはならない旨を定めている（システム上のアクセス制限等を含む）。
	情報管理体制等取扱規程

	４
	ＮＥＤＯが承認した場合を除き、親会社、地域統括会社等の事業者に対して指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者を含む一切の事業者以外の者に対して、機微情報を伝達又は漏えいしてはならない旨を定めている。
	情報管理体制等取扱規程

	５
	機微情報の漏えいなどによる情報セキュリティ上の問題が発生した場合、その対応方法や連絡体制、情報漏えいした際の処分等に関するルールを定めている。
	情報管理体制等取扱規程、
就業規則

	６
	再委託先等がある場合、再委託先等に対して自社と同様の機微情報の情報管理を求めている。
	締結予定の「再委託契約書」の案文

	７
	情報取扱者名簿及び情報管理体制図を作成し、情報取扱者は実施計画書の研究体制に記載された者及びＮＥＤＯが了解した者のみとしている。
	情報取扱者名簿及び情報管理体制図





 [image: ]
[bookmark: _Hlk60682958]情報取扱者名簿及び情報管理体制図

①情報取扱者名簿（項目必須）
	
	氏名
	所属
	役職
	研究体制上
の位置づけ※４
	パスポート番号及び国籍※５

	情報管理責任者※１
	Ａ
	
	
	
	
	

	情報取扱管理者※２
	Ｂ
	
	
	
	
	

	
	Ｃ
	
	
	
	
	

	業務従事者※３
	Ｄ
	
	
	
	
	

	
	Ｅ
	
	
	
	
	

	再委託先等
	Ｆ
	
	
	
	
	



（※１）ＮＥＤＯ事業の責任者である業務管理者であり機微情報の管理責任者。
（※２）ＮＥＤＯ事業の進捗管理を行う者であり、主に機微情報を取り扱う者ではないが、機微情報を取り扱う可能性のある者。
（※３）機微情報を取り扱う可能性のある者。
（※４）実施計画書の研究体制に登録されている者は「●印」、それ以外の者はＮＥＤＯ事業との関係性や役割を記載。
（※５）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以外の者は、パスポート番号及び国籍を記載し、該当しない場合は「－」と記載。
（※６）住所、生年月日については、必ずしも当該名簿での管理を要しないが、ＮＥＤＯから求められた場合は速やかに提出すること。

②情報管理体制図
（例）情報取扱者
















【留意事項】
・ＮＥＤＯ事業を実施した際に取得又は知り得た保護すべき技術情報を取り扱う全ての者。（再委託先も含む。）
・ＮＥＤＯ事業の遂行のため、最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。




別添６

[bookmark: _Toc99380324][bookmark: _Hlk98014360][bookmark: _Hlk98014247]その他の研究費の応募・受入状況

[bookmark: _Hlk98272858][bookmark: _Hlk98277182][bookmark: _Hlk90068202]「競争的研究費の適正な執行に関する指針(令和3年12月17日改正）(競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ)」（以下、「指針」という）では、応募された研究課題が研究費の不合理な重複や過度の集中にならず、研究課題の遂行に係るエフォートを適切に確保できるかどうかを確認するために「研究代表者・研究分担者」（注１）から必要な情報を求めることとしています。
[bookmark: _Hlk76763705]研究代表者・研究分担者が、現在受けている、あるいは申請中・申請予定の公的資金（競争的研究費）を除くその他の研究費（国外も含め、補助金や助成金、共同研究費、受託研究費等、現在の全ての研究費であって個別の研究内容に対して配分されるもの（注2）。）の状況（配分者名、制度名、研究課題、実施期間、予算額、エフォート）を記入してください。
ただし、既に締結済の秘密保持契約等の内容に基づき提出が困難な場合など、やむを得ない事情により提出が難しい場合は、エフォートのみ提出でも可能です。この場合においても必要に応じて所属機関に照会を行うことがあります。
研究代表者・研究分担者が申請時に記載する役職以外で、他機関における役職がある場合は、機関名・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授等を含む。）に関する情報を記入してください。
研究費や所属機関・役職に関する情報に加えて、寄附金等や資金以外の施設・設備等の支援を含む、研究代表者・研究分担者が関与する全ての研究活動に係る透明性確保のために必要な情報について、関係規程等に基づき、研究代表者・研究分担者が所属機関に適切に報告をしている旨の誓約を記入してください。
記入内容が事実と異なる場合には、採択されても後日取り消しとなる場合があります。
公募要領「７．留意事項（18）「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除」も併せてご参照ください。
　　　　
[bookmark: _Hlk98277306]（注１）
NEDO事業では、各法人における研究開発責任者を指します。

（注２）
[bookmark: _Hlk98277576][bookmark: _Hlk98933517]「その他の研究費」の範囲は、「指針」において「所属する機関内において配分されるような基盤的経費又は内部資金、商法で定める商行為及び直接又は間接金融による資金調達を除く」、とされています。
[bookmark: _Hlk98933675]民間企業については、会社法第５条において、会社がその事業としてする行為及びその事業のためにする行為は商行為とする、と規定されています。従って、民間企業同士の共同研究や受託開発などは商行為に該当し、指針における「その他研究費」には含まれません。
また、民間企業が社債・株式を発行して、証券市場を通じて調達した資金や、銀行などの金融機関からの借り入れで調達した資金も、「その他研究費」には含まれません。






[bookmark: _Hlk98277431]（提出様式）
[bookmark: _Hlk98277450]研究者名：●●●●　※法人毎（再委託先等含む）に提出

「○○株式会社○○　○○（研究者名）」は、以下に示す研究費や所属機関・役職に関する情報に加えて、寄附金等や資金以外の施設・設備等の支援を含む、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保のために必要な情報について、関係規程等に基づきに適切に所属機関に報告していること、誓約いたします。

●研究費
	
相手機関名
（国名）
	制度名/研究課題名
	受給/契約
状況
	研究
期間
	予算額（受入研究費額）
	ｴﾌｫｰﾄ
(％)

	○○財団
（日本）
	××事業/△△の開発
	申請
	2021.4
－
2025.3
	000,000千円
	10

	××株式会社
（アメリカ合衆国）
	■■の要素技術開発
	契約中
	2018.4
－
2023.3
	000,000千円


	20

	―
	―
	―
	―
	―
	15



●所属機関・役職（兼業や、外国の人材登用プログラムへの参加、雇用契約のない名誉教授等を含む。）
	所属機関名
	役職

	○×研究所
	主任研究員

	○○大学
	名誉教授

	××株式会社
	顧問
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別添８


本プロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針

　　　　　　　　　　　        29度新エネ技戦第0322001号
                        　 　  平成30年3月27日
                               　　　  国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構
                        　 　　技術戦略研究センター


ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメントに係る基本方針



　本プロジェクトの目的の達成及び本プロジェクトで取得又は収集した研究開発データの効果的な利活用促進のため、本プロジェクトにおいては、以下のデータマネジメントを行うことを原則とする。
　本方針に記載のない事項については、本プロジェクトの目的を踏まえ、プロジェクト参加者間の合意により必要に応じて定めるものとする。
プロジェクト参加者は、本方針に従い、特段の事情がない限りプロジェクト開始（委託契約書の締結）までに、研究開発データの取扱いについて合意した上で、データマネジメントプランを作成するものとする。
なお、プロジェクト参加者間でのデータの取扱いについての合意書（以下「データ合意書」という。）及びデータマネジメントプランの作成に当たっては、経済産業省の「委託研究開発における知的財産マネジメントに関する運用ガイドライン（別冊）委託研究開発におけるデータマネジメントに関する運用ガイドライン」（平成２９年１２月）を参考にする。

１．本方針で用いる用語の定義
（１）研究開発データ
　「研究開発データ」とは、研究開発で取得又は収集した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）をいう。

（２）自主管理データ
「自主管理データ」とは、プロジェクト参加者が自主的に管理する研究開発データをいう。

（３）非管理データ
「非管理データ」とは、自主管理データ以外の特に管理を要しない研究開発データをいう。

２．本研究開発における研究開発データの基本的事項
（１）自主管理データ
自主管理データについては、一義的には取得又は収集したプロジェクト参加者が管理方針を決定すべきものであるが、種々の目的や用途のためにプロジェクト参加者自らによる利活用又は他者に対する提供等を促進するよう努める。

３．ＮＥＤＯと受託者とが約する事項
（１）データカタログに掲載する索引情報の報告
プロジェクト参加者以外にも提供・利活用が可能な自主管理データについては、その索引情報（以下「メタデータ」という。）をＮＥＤＯに報告し、これをＮＥＤＯが作成したデータカタログに掲載することに同意するものとする。

（２）データマネジメントプランの提出
　受託者は、プロジェクト参加者以外にも提供・利活用が可能な自主管理データについては、データマネジメントプランをＮＥＤＯに提出する。
また、受託者は、プロジェクト参加者間のみで共有・利活用可能な自主管理データ、他のプロジェクト参加者やプロジェクト参加者以外と共有・利活用しない自主管理データについては、研究開発データの名称、研究開発データの管理者、研究開発データの説明及び秘匿する理由を記載した簡略型データマネジメントプランをＮＥＤＯに提出する。
データマネジメントプラン及び簡略型データマネジメントプランは、特段の事情がない限りプロジェクト開始前までに、ＮＥＤＯに提出する。ただし、プロジェクト開始前にデータの取得又は収集を想定することが困難な場合は、データの取得又は収集の想定ができた時点で、データマネジメントプラン及び簡略型データマネジメントプランのＮＥＤＯへの提出を行うこととする。

（３）データマネジメントプランの追加提出・修正
　受託者は、プロジェクト開始後に、想定し得なかったデータが取得又は収集される場合は、必要に応じて、研究開発プロジェクト期間中であってもデータマネジメントプラン及び簡略型データマネジメントプランを追加又は修正し、ＮＥＤＯに提出する。

（４）受託者は、データマネジメントプラン、簡略型データマネジメントプラン及びメタデータをＮＥＤＯが別途指定する様式によりＮＥＤＯに提出する。


４．プロジェクト参加者間のデータ合意書で定める事項
（１）データマネジメントの体制の整備
　本方針に従い、自主管理データのマネジメントを適切に行うため、知財運営委員会にデータマネジメント機能を付与する。
知財運営委員会は、管理すべき研究開発データの特定、研究開発データの形式の決定、データ提供、秘匿化の方針決定及び研究開発データの利用許諾条件等の調整等を行う。

（２）本プロジェクトの研究開発データの第三者への開示の事前承認 1
　本プロジェクトの実施によって取得又は収集された研究開発データのうち、自主管理データについては、知財運営委員会の承認を得ることなく、プロジェクト参加者以外の第三者に対して開示し又は漏洩してはならないものとする。ただし、知財運営委
員会の承認が得られた研究開発データについては、広範な利活用を促進するよう努めるものとする。

（３）データマネジメントプランの作成及び研究開発データの利用許諾
　プロジェクト参加者は、データマネジメントプランを作成してＮＥＤＯ及び知財運営委員会に提出し、データマネジメントプランに従って研究開発データの管理を実施
する。また、研究開発の進展等に伴い、データマネジメントプランを適宜修正してＮＥＤＯ及び知財運営委員会に提出する。
　研究開発データの利用許諾は、データマネジメントプランに従って行う。研究開発データの範囲、利用許諾料その他の事項について当事者間の協議が難航し、本プロジェクトの成果の事業化に支障を及ぼすおそれがある場合は、知財運営委員会において調整し、当事者間で合理的な解決を図るものとする。

（４）本プロジェクト期間中の研究開発又は本プロジェクトの成果の事業化のための研究開発データの利用許諾
プロジェクト参加者は、本プロジェクト期間中における本プロジェクト内での他のプロジェクト参加者による研究開発活動に対して、又は本プロジェクトの成果を事業化するための活動に対して、必要な範囲で、無償又は合理的な利用料で利用許諾することを原則とする。（自主管理データにおいて、プロジェクト参加者間で有償により利用許諾すること等の別段の取決めがある場合はこの限りでない。）
ただし、当該研究開発データを利用許諾することにより、利用許諾を行った者の既存又は将来の事業活動に影響を及ぼすことが予想される場合には、利用許諾を拒否することができるものとする。このほか、例外として認める範囲（特にプロジェクト参加者が本プロジェクトの実施のために持ち込んだ研究開発データ）については、プロジェクト参加者間の合意に基づき必要な範囲で明確化するものとする。

1  個人情報を含む研究開発データについては、他者に提供する場合には、本人の同意を得ることや特定の個人を識別できないように加工することが必要となるが、プロジェクト参加者は、当該加工に際し、法令及びガイドライン等を十分に考慮する必要があることに留意する。また、自主管理データを管理するに当たり、不正競争防止法における保護を受けるためには、その自主管理データが、不正競争防止法上の「営業秘密」として管理されていることが必要である点に留意する。
研究開発データの範囲、利用許諾料その他の事項について当事者間の協議が難航し、本プロジェクトの成果の事業化に支障を及ぼすおそれがある場合は、知財運営委員会において調整し、当事者間で合理的な解決を図るものとする。

５．プロジェクト参加者がデータマネジメントプランに記載する事項
　以下の事項につき、本プロジェクト内での他のプロジェクト参加者とよく協議を行った上で記載すること。特に（８）に関しては、研究開発データの円滑な提供に向けた取組として、当該研究開発データと、プロジェクトで他のプロジェクト参加者が開発したソフトウェアや他のプロジェクト参加者が取得又は収集した研究開発データと併せて利用許諾される可能性があれば記載すること。
（１）	研究開発データの名称
（２）	研究開発データを取得又は収集した者
（３）　　　研究開発データの管理者
（４）	データの分類（自主管理データと記載）
（５）	研究開発データの説明
（６）	研究開発データの想定利活用用途
（７）	研究開発データの取得又は収集方法
（８）	研究開発データの利活用・提供方針
（９）	（他者に提供する場合）円滑な提供に向けた取組
（秘匿して自ら利活用する場合）秘匿期間、秘匿理由
（１０）	リポジトリ（プロジェクト期間中、終了後）
（１１）	想定データ量
（１２）	加工方針（ファイル形式、メタデータに関する事項を含む。）
（１３）　　その他（サンプルデータやデータ提供サイトのＵＲＬ）









（改訂履歴）
平成３０年３月　　第１版











（様式第１）

２０○○年　月　日

データマネジメントプラン　兼　簡略型データマネジメントプラン　 届出書

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理　事　長　　殿

住　　　所
名　　　称
氏　　　名　　　　　　　役職印　　


開発項目「　　　　　　　　　　　　」に係るデータに関して、「業務委託契約約款」第２８条の４の規定に基づき、下記のとおり届出します。

記

１．データマネジメントプラン　兼　簡略型データマネジメントプラン　　　　１部

















	  契約管理番号
	 ○○○○○○○○－○





備　考：用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４とし、左とじとすること。


別紙１　データマネジメントプラン　兼　簡略型データマネジメントプラン

[image: ]
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（様式第２）

20○○年　月　日

メタデータ　 届出書

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
　理　事　長　　殿

住　　　所
名　　　称
氏　　　名　　　　　　　役職印　　


　　　　　年　　月　　日付け委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　　　　　」に係るデータに関して、「業務委託契約約款」第２８条の４の規定に基づき、下記のとおり届出します。

記

１．メタデータ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部

















	  契約管理番号
	 ○○○○○○○○－○





備　考：用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４とし、左とじとすること。


別紙２　メタデータ

[image: ]



別添９

契約に係る情報の公表について

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月7日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開するなどの取組を進めるとされているところです。
　これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のウェブサイトで公表することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札又は応募を行っていただくよう御理解と御協力をお願いいたします。
　なお、案件への応札、又は応募をもって同意されたものとみなさせていただきますので、御了知願います。

(1) 公表の対象となる契約先
次のいずれにも該当する契約先
①　当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること、又は課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職していること
②　当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の3分の1以上を占めていること

(2) 公表する情報
上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表します。
①　当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び当機構における最終職名
②　当機構との間の取引高
③　総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のいずれかに該当する旨
3分の1以上2分の1未満、2分の1以上3分の2未満又は3分の2以上
④　一者応札又は一者応募である場合はその旨

(3) 当方に提供していただく情報
①　契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当機構における最終職名等）
②　直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高

(4) 公表日
契約締結日の翌日から起算して原則として72日以内（4月中に締結した契約については原則として93日以内）





[bookmark: _１３．（参考）中堅・中小・ベンチャー企業の定義]	
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B
（進捗状況管理）
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C
（経費情報管理）
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情報取扱管理者


業務従事者


情報管理責任者


再委託先等


F
image1.emf
作成日

確認欄

No項目 該当

契約

締結

時に

該当

対象外

NEDO

記入

Ⅰ．過去の契約解除実績

1

実

績

●

□

Ⅱ．組織的対策

2

規

定

●

□

3 ●

□

4 ●

□

5 ●

□

6 ●

□

7 ●

□

確認者

「情報取扱者名簿及び情報管理体制

図」を作成予定。

【定義】

・「機微情報」とは、ＮＥＤＯ委託業務を通じて取得又は知り得た保護すべき技術情報を指す。

・「情報取扱者」とは、機微情報を取り扱う者を指す。



【注意事項】

※提案時には全項目（対象外を除く）が「該当」または「契約締結時に該当」を選択することで、応募要件を満たします。また、採択決定後

の契約締結時には全項目（対象外を除く）が「該当」として、情報管理体制等を整備する必要があります。

※提案時の「対応するエビデンス」は、NEDOが求めた場合を除き、原則、提出不要です。ただし、契約締結後概ね３ヶ月を目途に、ＮＥＤＯ

が訪問時等に当該エビデンスを確認しチェックします。なお、チェック後の本確認票とともに各種エビデンスの保管をお願いします。

【NEDO訪問時の記入欄】

確認日 年　　　　月　　　　日



N

E

D

O

事

業

で

の

情

報

管

理

情報取扱者以外の者が、機微情報に接したり、職務上提供を

要求してはならない旨を定めている（システム上のアクセス制

限等を含む）。

「情報管理体制等取扱規程」を整備し、

システム上のアクセス制限等を構築予

定。

ＮＥＤＯが承認した場合を除き、親会社、地域統括会社等の事

業者に対して指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者を

含む一切の事業者以外の者に対して、機微情報を伝達又は漏

えいしてはならない旨を定めている。

「情報管理体制等取扱規程」を整備予

定。

機微情報の漏えいなどによる情報セキュリティ上の問題が発

生した場合、その対応方法や連絡体制、情報漏えいした際の

処分等に関するルールを定めている。

「情報管理体制等取扱規程」を整備予

定。情報漏えいした際の処分は就業規

則に記載。

再委託先等がある場合、再委託先等に対して自社と同様の機

微情報の情報管理を求めている。

締結予定の「再委託契約書」の案文。

情報取扱者名簿及び情報管理体制図を作成し、情報取扱者

は実施計画書の研究体制に記載された者及びＮＥＤＯが了解

した者のみとしている。

　【情報取扱者】

　　情報管理責任者：NEDO事業の責任者である業務管理

　　　　　　　　　　　　　者であり機微情報の管理責任者

　　情報取扱管理者：NEDO事業の進捗管理を行う者であ

　　　　　　　　　　　　　 り、主に機微情報を取り扱う者ではな

　　　　　　　　　　　　　 いが、機微情報を取り扱う可能性の

                           ある者

　　業務従事者：機微情報を取り扱う可能性のある者

確認事項 対応するエビデンス例

過去３年以内に情報管理の不備を理由にＮＥＤＯから契約を解

除されたことはない。



情報管理に関する規程類を整備している。 情報セキュリティ管理規程。

件名

●●●●の研究開発（大項目）/●●●●の研究開発（中項目）/●●●●の研究開発（小項目）

本確認票

の

記入方法

各確認事項に対して事業者が該当する回答欄に「●」を記入し、「対応するエビデンス」には以下を記入して下さい。なお、「契約

締結時に該当」とは、提案時点では未対応であるが採択決定後のＮＥＤＯとの契約締結時点までに対応する場合です。

　【対応するエビデンス】

　　「該当」又は「契約締結時に該当」を選択した場合　：　エビデンスとなる書類の名称を記入して下さい。

　　「対象外」を選択した場合　：　記入不要です。

項目欄 回答欄

NEDO事業遂行上に係る情報管理体制等の確認票（研究・実証事業用）



事業者・

代表者

●●株式会社　代表取締役社長　●●　●●

法人番号


image2.tmp
202 2EH=AE®B0516001 %5
2 0 2 2 £ 5 A 2 0 A
ESTEARREA ek - - R AR
oW ® W B E oty -

NEDOZuY=/ Mk st~ xy A XS #

AR« F—AHIED B GalREEOZICERBELE L THAED L
L, ZORRESEEHIC BV THRNHICERTI L) RET e Y=y
FORMEERT 50, TuTzs MIBWTIR, UFOANME~ XTI A Y
PERENT S L ERAIL T D,

FAHECRROZVERCIOVWTE, e V=7 FOBMEREX, oY
7 FENE FRIRBROEEOZIEE OII0, UHZFE D b OHRMEO—H
DEFFEERCKFAFRELEGD, UTRAL.) MOSEICLY LETELTE
HHLOLT S,

Tav=y FEMEE AFHICEC, RRIE LT e Y= Mk (FFER
FEOFE) ETIC, TR Y=y FENEMTANMEOREV IOV TEET
BHOETH, A, TaY=s FSMEMTOMHMEORE OV TO
BEE WUT TAMEEE) L\ ).) OfRIZYEE->TiR, BROEELICH
FEHABRERROER £ SHICEL & & bic, BREEE O [FHEHFAMRIC
BULRAMMEYRIAY MCETBAN A FIA ) 2B8FITT S,

1. AFHTHCSRBOER
(1) %W%

TRH\%E) L3, B9, $R, BEOAE, HEEEMEROEMREICET
Hikf (Bf6 0 FEEE4 35) B2 4% 2 BICRET 5 AREEOHE, &
W 2 R 2 AICRET 5 REOER, BEMOMERUENERO S bR
ET 5 LAAER LD TH T oMENBEEOHL LD UTF /91y
L) DRIENS,

(2) BHES
TRAES) L3, BASERLEEEZV S,

(3) miptEEtE

Jx s NEMEN L EORTHIRA, MY EEFORBITTE,




image3.tmp
TERIEERE) L i3, RREFHE. WRFA R HHERI. SURHEME, RARRER
AR DR, BEE. EEBREZT MR, ERRERAE ERREENR
EOBEDBRAZT R, HRERE, ik (PR10FEEES35) §
BRICHET 5 SRR E R 1 5 LR KRR (BiEHEE (B4 5 FERE
48%8) B2 150082 8RETIRET 5L TORREED), SEICHT
% LR HER R UL IZ 82 55 MR R CHERAE NS/ &~ & RS B4R
205,

(4) 747779 F1P
747759 F1P] Lid, Fud=y MEMER, Fud=s FO%EH
2k D B MR EEE S,

(8) Rys 77U F1P

Ry 7790 FIP) L, Fud=7 b8MENRT 0=/ FOBRAET
DHRAELTWEANMERRY 0 Y= FORBRIZT oY =7 FO%K
L I3BAER A < BUR L I MARIEERE RV 5

2. FRRNECHVTEDHFE
(1) BARAA - F—AHE EEERFNRIGESL TR (2o0T
NEDOW. 74777 7Y F1 PiconT, BREREOZIEE I EEENT )
RLIER 1 TR VEESICEDOUTOFELEFT 5L 2R LT,
REENLHEIRIRVLOLT S, EEL, FERREORHE CENLES
(AFUSAOEDRE, REXIHEEBELV 5. UTFRL.) HEENHHE
I YEREESUTOFELEFT 5 LERHLLT, 7477790 F
COWTRFEELNEDOLORFLTHILNTESbOL L, YEE
AEEFELNEDODHFRDEH D555 0% EOFFINEDOICRET
BbDETH.
- BIEARSEONLHEIILRHARNEDORET 228
CEBAKOMBEODICLENSHD L LTROEBE, 74T 79VF
1 PAEETNED O IHFF#HTH 2L
S Z*T Y792 F1PEESHMBAEL T ARVESIC, BOERICESY
THEHCUE T+ T /7Y FI PERRHET L
T7ATIIUYF1POBESETSH L XL AHFCLIBROBE LR
% HHMULONEDODEBAZIHIL

(2) MMEEOFIARREE (1 - F—AHE) DX




image4.tmp
NEDOR, MEOHHEALES 0, ZEFICHLT, /(- F—LAHEE
L. R ERORIREEL RS 5 b0 LT 5,

(3) ZofhoFE
ORFEEFEHFXIRRSNHBEE, HPPICNEDOIBET 0L L,
NEDOW, YHZHENRETH7 477792 F1PIZoVT, 4EEHS
OHRIZBEVT L FEFEBHICBVTHRMICERA SN D P SOBATRMET,
SLTUEEHEORIBIT DT AT VTV F I POREEUAOE
BIHAETRS D

@7 ey FEMEN, TORRMNIFRA (CALORHNSENEEST
HHBEICRD.) ~T7+T/ TV FIPEBBEELL) LT 58HBBIE. NE
DOCHFHIEHD |-, NEDODKRBAEBDLLOLT S,

@F7uv=s FBNENENCESFOBEIT, RIBTIFHLEDL DL
T5.

(7) NEDOI, NEDO L EARESOLN#KATH7 4T /7L FIP
EoWT, BEFICH L TREHFET 5L TEDHOL L, BARESIC
NeRABTHbOLTHIL

(1) NEDOXEARESL{ETH 7477797 F1PILRDHBMBRA
Hi BACESIRETLZL

3. NEDOXZFEH L% 598

(1) BFEPRMEORARFHOEREUERE

ZFEE L, TnY=2 b LTORRBERROENL REL/ 2RED
TR\ A R L (RN MBI A NED OICHET 5,

(2) HRPMERROBEVORE
RIEHEIT, EHAMERRICOE, ERRFEGHEHESTHIL#R (5

FRBERROEAL, REL/ ARFORBVRUZOHIERE) LHEPH
IZNEDOIC#ET S,

(3) #WEDFHIE
ZREE T, ERBROFHRC LR FEHHCES TR L ERENE
DOBFIEHRET AU L Y NEDOICHRIMT 5 Z LIz k0 #E5T 5,





image5.tmp
4. Fev=7 I EMEMORMEEETED HFE

(1) mBREE~ % ¥ A > hOFMEEH O

FHECRECIOME~ R VA P AEDICEET 5720, MFEEEAR
ERET S,

ApHEEZEART, FEMEORRICOVTORERAIL, REL, ARSOHE
BRE, BT S WEE AT,

HREEEZARE, TeY=s P —F— @OT <) -5~ TeV
7 FBMEDOREE, DHMEOYMFE) HEBRT .

AREEEZAROFBRAT . BT BRATOMAMEEZRROEEIC
BT o FREED S, MMEEZASEERA L ERT 5. £z, BRI
REDHO, TrY=y bl LTORRAERROER L BEL 2RS
DB TR D,

(2) RERSE

Tuv=s bEMER, TeY=s FEMESRET HEIERE O 2
=7 FEMEICHRTHHEICH T HRERFOLD, LERFHECHRE
BEE 7Yz I BMEMTHLNLOEETHLOLT S,

(3) Fav=s FORREOB=ZE~OBROFAER
TaY= FORRICOVTE, AMEEERROEBERD 2Ll Tr
Y=/ PEMELUSAOB=FIH LTHARLXRRRL TRALRVbOLT
-8

(4) BHFORRORE R OHERILS 7 # OREFH

TuYzy FORMEC LY ERELR LRSI, BHICAMEEZAS
L, YERAEORRONFLBIHIbOL TS,

AEHEEEART, BHARTERASORRICOVT, HERIC L DAL,
RE. RAFCLILROEELER L, TORRVERETHbDLT 5,
HEC L0 AT 2B &> TREHBMSE, RETIHEICH- TR
EMMECOVTLERL, RETHLOL TS,

(5) BRPIROMROHERILE DT #

FRMAREORRA MBI L ERET 5 HBEICH0 TR, #AHcB 0 THl
BEMASRAENDOTHIE, THRCME L ORSRRELHEL TH
FHEASLEL M SN D BAUAOEICE W THHERLT 5 - L2 RAIL 5.

E, HBEIC L S ERHLOMARE BRT 50 T2, AL L2VBR LS




image6.tmp
BT 5 &L bic, RROAFICE LT, REM, BXHFICLHAROES L
T5.

(6) 747779 F1PORE

TATI/79 - FIPR, RRESHBT 57T =7 FEMEORMBERES
REFCESTUESME KBS ELHOLT S,

RAESVBTOMBEICT 4T /T F 1 PERASETHHAMERR
DEHRERVBRAENRVEE, RAESSBETHRENEEEETHY Y
BRESICT 4T /I K1 PERESED L7 4T /T 9 K1 PAisy
WL OBRICKENSELD L BEZONDB/E, T r Y=y FSME NI
BSOS & BOL L MM SRR E L CHFERH L D D L AEEL T
WHBEITE, HROFEERBLCEOREN T 4T /T U F 1 PER
HTH L5, REREET, BAESORT SRBEUANOEIZ 74T /79 F
I PO—EXFLHEHEET 52 LabonLOT Y= FEMEMOEE
LV ED D,

(7) #KHTH7+7779 F1 PO%RE
TuY=y FBMER, MOT eIz FBMELEETETIATITI
FIPIZoWT, HRSOEEICTRETE260L T LEFALT S,

Z OB BOERTERVKEESEGHEE L RDBEITONT, REFICRH
A B L RIS L WEOBREV I, UTOLEY LT 5, L,
HAEEMOSENSBON T, MOBBVETH 2 L& TFR,
OFEHERAMI BV TIE, FRIE LT, EELT560LT5.
@M BV TIE, A E LT, RSB =E ~O R E B 01T
ETEXHOTHIERE L TH 2L, Mz, BEF~ORMRHTE AV G
HHEE SR A TR D) WAV TR, A LT 5 2 LiTonTHRE
FTHLOLTS,

(8) iRt EEHED IR
OF v vz MAME ORI

Tav=s 1 ENER BESRET L NMRMEE (74T 7TV FIPR
TRy 7T K1 PEED, REOIEBVTHRAL, WT, Fave
7 MIMFICBE B0 7 R Y=y FEMEILE ST B Y= PR TORER
R LT, Y ERLiTEL2Vb0L L, 7r Y= FOMR
BRBTBATHHOLT S,

EEL, Zav=s NSMEMTHEIC LY KEIET S 2 L SOMNROR





image7.tmp
ROBHHBETZOMY TR,

@7 Y=y FORROEELORDORMIE

TuT=y FEMERT ATV IV FIPERANTT oY =) FORREE
FELTHEOICLEL@ET, o7 FBMER, RET D HMORE
OV THIMRHT D Z L2 FBIL T 5,

TR L, MEMEREE R TS 2 LIC kY YEaNMEROREE
EALESORFEXIHROSEEDHIHEBLRITT - LAFEINIBE
3, EMEFEEIES T LN TEHLbDL T,

ZOED, FISE LTRDHER (S, Sy 77 FYY F1PORE) I
DVTHE, eV FEMEMOEBICESE LERBETHAILT 5 b0
ET5,

MO, M OMOFEIZOWTLHFEMOBBRISHAL, 72 V=
7 FORROERLICXEERIETEEASH LB, DAEEZARCE
WOHEL, SEOAMRERDLOLT D,

@7 a Y=y FEMELANOE~OIHFFH L OB

Tad= N EMEN RETHTAT IV FIPICONT, flio7 ey
=7 FEMEFICRMHHTDBE, T FEMEUAOE I EMTET
HHELAFENTTNLY bERRRETIT ) bOLT 5,

(9) 7477792 K1 POBEBE~ORBOKR

Tudzs b EMER, 74T STV FIPOBEBEITI LXIE, 7477
T YUY FIPIEOWTRIN TS RIEHH ST 5 R 2 BEAICRIES
EHLDLT D,

(10) 7uv=7 FOEHOEE~ORE
Fuvzs b EMER, ez brLBEBRLEEES
BICLY HCICRINEBHLIEHEAI bOL TS,
2, TRV =y PEMEOERPEE L, SMEIBMSNIHECE R
BlE LTLHESMEH L THUNOT 0 Y=y FEME L AERORER - #5
ERTLOLTS,

ST h, HIRE

(11) GEONEDH MM
TuY=z) FOBRROEEMCXBBIELRVE ST HD, Tud=zy
MAME TR LED, LELEETEEONEFIC OV TORMBMEEDS b




image8.tmp
DET S,

(12) 8EONFOREL
TuY=s FSMEMTEELEAFTE, YHEEROFHOLES!
TRETZLBTEHLDLT D,

5. RAARREOERRE

NEDOR, 7u¥=7 ML 5 EMBERRNLBONDT U b H ADRK
KieaRD = & & B, BEE~OBBITRARSE (Y70, MM ERE
) 2oVTIR, TORROERAEHFET 52—F— L D7y F U /T L HHH
FIRREOERRELRDS bOLT D,

7, NEDOW, FERSATOARVRRIZOVT, /1 « F—LHESD
fh@E AV TERANE LD OO, BRI - F-AREOBRE ZBE AT
ERLRRRERICOV TR L ED D,

6. Zoff
FHEHE, 202266 A1 BOERT 5.

(kAT IRIE)

T2 26120 B
T2 4120 B2
FH2 THE 68 HIK
FH2THE 9A HAM
2020% 3A W5
2021% 48 W6
2021% 58 WTHK
2022% 58 W8I




image9.emf
（別紙1）　     データマネジメントプラン　兼　簡略型データマネジメントプラン　　　　NEDO

契約管理番号　○○○○○○○○－○

新規　/　修正または追記　　　　　　　　　　　　　　　　   注１） 提出日

法人名等

注１）新規か修正・追記かを選択すること。

データNo. データ名称（注２） 管理者 分類 公開レベル 秘匿理由 秘匿期間 取得者 取得方法 その他

1

〇〇実証においてセン

サより撮像したデータ

及び関連データ

独立行政法人〇〇研

究所

委託者指定データ

レベル４

（広範な提供・利活用

予定）

秘匿しない 秘匿期間なし

独立行政法人〇〇

研究所

プロジェクトにおいてセン

サを用いて自ら取得

2

○○のシミュレーション

データ

同上自主管理データ

レベル３

（PJ参加者以外の第

三者にも提供・利活用

予定）

事業化に向けて市場

の競争力を確保する

ため

PJ終了後１年間未満 同上

シミュレーションソフトを

用いて自ら取得

3

○○のシミュレーション

データ

同上自主管理データ

レベル２

（PJ参加者間のみで

共有・利活用予定）

事業化に向けて市場

の競争力を確保する

ため

4

○○のシミュレーション

データ

自主管理データ

レベル２

（PJ参加者間のみで

共有・利活用予定）

取得又は収集した

データの利用許諾等

に制限があるため

5

○○のシミュレーション

データ

同上自主管理データ

レベル２

（PJ参加者間のみで

共有・利活用予定）

取得又は収集した

データの利用許諾等

に制限があるため

6

7

8

9

10

委託研究開発におけデータマネジメントに関する運用ガイドラインガイドライン(H29年12月経済産業省) を参照の上、記入すること。

必須記入項目 公開レベル３又は４を選択した場合、必須　（注３）

データの説明

〇〇実証においてセンサより撮像したデータであり、

道路の画像データ

〇〇を予想するためシュミレーションによって得られた

〇〇データ



〇〇を予想するためシュミレーションによって得られた

〇〇データ



〇〇を予想するためシュミレーションによって得られた

〇〇データ

〇〇を予想するためシュミレーションによって得られた

〇〇データ

注２）再委託先の取得するデータについても記入すること。

注３）当初レベル１、レベル２の場合でも、プロジェクトの進展に伴い、レベル３またはレベル４に修正された場合は、公開レベル３又は４の必須項目を記入するこ

と。

注４）データの個数が１１以上ある場合は、二枚目のシートを作成すること。

注５）委託者指定データの指定方法についてより適切な提案がある場合などはその他欄に記入の事。

区別 平成　　　年　　　月　　　日

事業開始年度 平成　　　年度



開発項目
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データNo. データ名称 研究データの想定利活用用途 研究データの利活用・提供方針 円滑な提供に向けた取り組み リポジトリ 想定データ量 加工方針 その他

1

〇〇実証においてセ

ンサより撮像したデー

タ及び関連データ

交通状況の分析ソフトを開発する他のプロジェクト参加者と共

有することで、プロジェクトの目的であるソフトの開発に貢献

する。また、事業終了後も、人工知能技術における学習用

データセットへの応用可能性が十分に考えられる。

プロジェクト期間中：同一プロジェクト参加者には無償で提

供。

プロジェクト終了後：一定期間後に広く公表する。但しデータ

のクレジット表記を条件とする。

　関連するプログラム製作者とセットでプロジェクト参加者以

外の者へ無償で利用許諾できないか検討する。また、プロ

ジェクト参加者以外の者への提供時期は市場での競争力を

踏まえ、委託者と協議して決定する。

期間中：自社に保存

終了後：自社に保存

ファイル形式：Exsel　メタ

データ：日付、気温、天候等

その他：個人情報を含む

データは他者に提供する場

合には本人の同意を得るこ

とや特定の個人を識別でき

ないように加工することが必

要になることに留意する

　　例えば、サンプル

データやデータ提供

サイトのURLを記載す

る。

2

○○のシミュレーショ

ンデータ

シミュレーション結果は他のプロジェクト参加者で共有する。

プロジェクト期間中：同一プロジェクト参加者には無償で提

供。

プロジェクト終了後：一定期間後に事業の実施上有益なもの

に対しての提供を開始。但しデータのクレジット表記を条件と

する。

関連するプログラム製作者とセットでプロジェクト参加者以外

の者へ有償または無償で利用許諾できないか検討する。ま

た、プロジェクト参加者以外の者への提供時期は市場での競

争力を鑑み、プロジェクト終了後1年後を想定。

期間中：自社に保存

終了後：自社に保存

メタデータ：環境条件と計算

結果概要

その他：最適なフォーマット

は他のPj参加者と協議す

る。



　　例えば、サンプル

データやデータ提供

サイトのURLを記載す

る。

3

○○のシミュレーショ

ンデータ

期間中：

終了後：

4

○○のシミュレーショ

ンデータ

期間中：

終了後：

5

○○のシミュレーショ

ンデータ

期間中：

終了後：

6

期間中：

終了後：

7

期間中：

終了後：

8

期間中：

終了後：

9

期間中：

終了後：

10

期間中：

終了後：

公開レベル３又は４を選択した場合、必須
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　　　(別紙２）　　　メタデータ　　　　　　　　　NEDO

契約管理番号　○○○○○○○○－○

公表可能データ

データNo. データ名称

管理者

プロジェクト終了後の

リポジトリ

概略データ量 研究データの利活用・提供方針 連絡先

備考

1

〇〇実証においてセン

サより撮像したデータ

及び関連データ

独立行政法人〇

〇研究所

自社に保存 １００GB提供の可否および条件は個別に相談 　

2

○○のシミュレーション

データ

同上

自社に保存



１０GB同上

3

4

受託者は、本書の提出をもってNEDOが本書の内容をデータカタログで公表することに同意するものとする。

受託者は、プロジェクト終了後に自主管理データを削除・破棄する場合は、備考欄にその旨を記して、本書を提出しなおすものとする。　その再提出をもってNEDOは掲載等を中止する。

独立行政法人〇〇研究所

平成　　　年　　　月　　　日



データの説明

〇〇実証においてセンサより撮像したデータであり、道路の画像データ　（日

付、気温、天候を含む）

〇〇を予想するためシュミレーションによって得られた〇〇データ　（計算の前

提となる条件を含む）



事業開始年度

事業名


